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IOWN Global Forumの活動と
建設業界への展開

IOWN�Global�Forumは2020年 1 月に
設立された国際的な非営利団体です．世界
の業界リーダーと共に超大容量，超低遅延，
超低消費電力なインフラを実現する新規技
術，フレームワーク，技術仕様，リファレ
ンスアーキテクチャの開発を通じ，スマー
トな世界を実現する新たな基盤としての
IOWN（Innovat ive � Opt ica l � and�
Wireless�Network）�実現に向けて活動を
しています．
IOWN�Global�Forumの活動の 1 つで
あるUse�Case�Working�Groupでは，ス
マートな世界の具体化，満たすべき技術要
件，潜在的なビジネス影響の推定を議論し
ユースケースを創出しています．ユースケー

ス の 社 会 実 装 の た め に，Reference�
Implementation�Model（システム設計お
よび構築をするうえで必要な考え方や確認
すべき点をまとめた実装例モデル）の作成
や検証を行います（図 1）．
このIOWN�Global�Forumで建設業界
として，初めてユースケースの策定が行わ
れたのが「トンネル建設施工管理の遠隔化・
自動化」です．これは，株式会社安藤・間
（安藤ハザマ）がチームリーダーを務め，
主に山岳トンネル建設を主なターゲットに
議論，設計されたものです．
ユースケース公開により，建設業界内で
のIOWNおよびユースケースの理解が進
み，トンネル施工にかかわる多様なステー
クホルダの参画や，実証実験に向けた連携
の広がりが期待されています．以下では，
建設業界を取り巻く環境における課題およ

びIOWN�Global�ForumのWebサイト
に公開されているドキュメントの内容につ
いて解説します．

建設業界の課題と取り組み

建設業界では，1997年から2023年にかけ
て就業者数が 3割減，さらに若年層（15～
29歳）が全体の11.6％に対し，55歳以上が
36.6％を占めるなど，今後高齢者の引退に
伴う労働力不足が見込まれています（1）．一
方で，新たな社会インフラの整備だけでな
く，高度成長期以降に整備されたインフラ
の維持管理・更新や激甚化・頻発化する災
害への復興等，工事量は増加傾向にあり，
より生産性の高い工事が求められています．
こうした背景から2024年に国土交通省は
従 来 の ICT 活 用 を 中 心 と し た

URL https://journal.ntt.co.jp/article/37050
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高齢化と人手不足が深刻化する中，建設業界では生産性と安全性の向上が急務
となっています．IOWN	Global	Forumでは，リーダーである株式会社安藤・間
を中心に山岳トンネル施工管理における遠隔化・自動化のユースケースが整理さ
れ，APN（All-Photonics	Network）によって複数の現場，オフィス，データ
センタが接続された環境下で，施工の効率化，安全・品質向上を図る新たな管理
手法の実現をめざしています．本稿では，IOWN	Global	Forumのユースケース
ドキュメントおよび遠隔監視・遠隔解析・遠隔臨場・リモートモニタリングの
4つのユースケースを紹介します．
キーワード：#トンネル，#建設，#遠隔施工管理

IOWN Global Forumは，テクノロジとユースケースの両⽅に取り組み，よりスマートな世界を実現します
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図 1 　IOWN Global Forumの活動イメージ
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i-Constructionを深化させ，省人化・自動
化による生産性向上，安全確保，働き方改
革による多様な人材確保をめざす
i-Construction2.0を策定，業界全体とし
て抜本的な変革を進めるために建設現場の
オートメーション化に取り組んでいます（2）．
安藤ハザマでは山岳トンネル工事の生産
性，安全性を大幅に高めることを目的とし
て，ICTを活用した施工技術の高度化や施
工情報の集中管理を行う統合管理プラット
フォームである，i-NATM®（3）の開発を推進
しています．施工中のデータを中央制御室
に集約して分析を行い，評価結果を次の施
工に反映させることで，PDCAサイクルを
回して効率的な施工の実現をめざしてい
ます．

山岳トンネル建設現場の現状

国内におけるトンネル工事の半数以上は，
山地部の岩盤を対象とした「山岳工法」で
実施されており，特にNATM工法（新オー
ストリアトンネル工法）が一般的です．こ
の工法では切羽（トンネル工事の最奥部）
において掘削（穿孔・発破），コンクリー
ト吹付け，ロックボルトの打設というサイ
クルを繰り返しながら掘削を進め，日々 6 �
m程度掘削が進行します．同時に坑内では，
覆工やインバート工という強度確保や地盤
安定化のためのコンクリート打設も行いま
す．延長方向の地質状況は一定ではなく，
現場では随時，安全や品質確保のための検
査を行い，工事進行の判断をします（図 2）．
トンネル坑内では，狭く死角の多い環境
で肌落ち（岩石の落下等）や重機接触災害
など，他工事に比べて災害リスクが高く，
技能者に大きな危険と負担が伴っています．
また，工事進行の判断では五感と観察力に
よって，地山（自然のままの地盤）の状態
を的確に把握する必要があります．状況に
応じた作業内容を迅速かつ柔軟に判断・対
応する能力が求められるため，特に現場作
業員の経験・技量に依存していますが，作
業員の年齢構成は40歳以上が全体の76％，
熟練技能者では94％を占める（4）ため，少人

数かつ経験や技量に頼らない施工体制の構
築が求められています．
施工完了後，運用中のトンネルは構造物

の健全性を確認するため，定期的な点検が
義務付けられています．健全性確認では目
視による確認を中心に実施されますが，土
木技術者や点検検査者は減少しており，国
内にある 1万本以上（5）のトンネル検査を確
実に実施するために効率化が急務です．ま
た，2024年度の点検結果では，点検された
1905のトンネルのうち早期または緊急措置
が必要と診断されたトンネルが 2割を超え
ており（6），健全性の悪化が進行する前に措
置ができていないことも課題です．
これらの安全確保，経験や技量に依存し
ない施工の確立，異常の早期発見といった
課題に対しては，崩落や事故の予兆をいち
早く検知するためのデータ解析や，遠隔か
ら現場の点検や検査を実施する取り組みが
進められています．
一方，トンネル建設現場においては，従
来通信を必要とする作業が測量データやカ
メラでの切羽監視などに限られており，工
事期間中にだけ使用する仮設の通信設備に
対して費用対効果の面からコストをかけら
れないことで，ネットワークをベースとし
たICT基盤の構築が進んでおらず，取り組
みに向けたソリューション導入の障壁となっ
ていました．

ユースケースドキュメントの概要

遠隔施工管理のビジョンとして，複数の
建設現場が施工者や発注者のオフィス，
データセンタとAPN＊ 1によって接続され
たICT基盤で，トンネル建設現場の課題を
解決する 4つのユースケースを提案してい
ます．施工者・発注者をはじめとしたステー
クホルダへの価値を明確にすることで，施
工段階からの積極的なICT基盤構築が進み，
課題解決の取り組みが業界全体で促進され
ることをめざします（図 3）．
ICT基盤においては，新しいワークフロー
やコラボレーションが行われるエコシステ
ムの確立をめざしており，各建設現場が常
時・必要時にネットワークおよびコンピュー
ティングリソースを活用できるようになり
ます．また，現場での測定・映像データの
AI（人工知能）解析や双方向コミュニケー
ションなどを活用したソリューションをワー
クフローの中に自由に取り込み構築するこ
とが可能となります．施工を複数企業で行
うJV（ジョイント・ベンチャー）の現場

＊ 1 �APN：IOWN�Global� Forumにてオープン
にアーキテクチャ策定が行われているフォト
ニクス技術をベースとした革新的ネットワー
クです．フォトニクス（光）ベースの技術の
適用範囲をネットワークから端末まですべて
に拡大することで，現在のエレクトロニクス
（電子）ベースでは困難な，低消費電力，高
品質・大容量，低遅延の伝送を実現します．

4. ⽀保⼯設置
覆⼯ インバート⼯

坑⼝ 1. 掘削1. 掘削

2. ずり出し 3. コンクリート吹付

5. ロックボルト打設

切⽻

図 2 　山岳トンネルの建設サイクル
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においても，データ連携が促進され，各社
が保有する解析・管理技術の融合が促進さ
れます．
ユースケースについては，遠隔監視，遠
隔解析，遠隔臨場，リモートモニタリング
の 4つを提示しています．ステークホルダ
に対しては以下の価値を提示しています．
■発注者から工事全体を請け負う建設業者
（ゼネコン）
・���遠隔監視：リアルタイム性の高い現場
データの収集・解析・評価・フィード
バックによりデータドリブン，トレー
サブルな施工管理の実現
・�遠隔解析：工事リスク（安全・品質）
の予測強化により，安全で品質の高い
プロジェクトの遂行を実現
・�遠隔臨場：工事業者・発注者等の関係
者間の物理的な距離を超えた協力体制
の実現

■施工を担う専門工事業者
・�遠隔監視：危険につながる行動の事前
検知による作業環境の安全性向上を実
現
・�遠隔解析：工事リスク（安全）予測の
強化により，安全な環境下における工
事を実現

■発注者（地方自治体や交通インフラを保
有する企業）
・�遠隔臨場：現場および工事業者との物
理的な距離を超えた効率的な検査の

実現
・�モニタリング：施工中に整備されたネッ
トワークインフラにより，施工後の構
造物の維持管理の高度化を実現

■機器・サービス提供者
・�現場に整備されたネットワークインフ
ラや，現場とAPNで接続されたデータ
センタ等を活用した新たなソリューショ
ンを提供する機会が拡大し，トンネル
建設現場向け市場の拡大を実現

ユースケースについて

以下では各ユースケースに関連する問題・

課題とともに概要を紹介します．遠隔化に
ついては日本国内の主要な建設現場をカ
バーするため，施工者オフィスと現場間距
離を1000�kmと想定しています．
■ユースケース 1：定常的な監視とデータ
収集（遠隔監視）
・�現状の問題，課題：現在は安全点検の
多くを専門家の目視により実施してい
るため，現場の変化をすべて追うこと
は困難（図 4）．安全確認不足で労働
災害が発生する複数の建設現場におい
て，専門家の目視に頼らず現場の変化
を把握できるインフラが必要．
・�活用IOWN技術：APNの大容量・低

ゼネコン

ゼネコン

発注者

発注者

データセンタ

専門工事業者

現場事務所

坑内作業の例 覆工 インバート工事 掘削工事

一定間隔でカメラを設置
切羽坑口

建設現場

現場事務所

建設現場

図 3 　トンネル建設現場向けユースケース概略図

出典︓https://www.youtube.com/watch?v=z05-85GjKy8
図 4 　トンネル坑内での安全点検のイメージ

出典：YouTube安藤ハザマ公式チャンネル（https://www.youtube.com/watch?v=z05-85GjKy8）
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遅延通信によるリアルタイムのデータ
転送．
・�実現すること：APN経由で建設現場の
高解像度映像・センサデータを遠隔地
に集約し，AIによる自動分析で常時監
視・早期安全リスク検知を実現．
本ユースケースでは最大20程度の複数現
場に，一定間隔で設置された高精細カメラ
を用いて，遠隔のデータセンタや都市部の
オフィスにて映像データのAI解析を用い
て監視することを想定しています．
異常検知は自動分析で実施する一方，検
知された異常に対する判断・是正確認は映
像以外の現場データと合わせての状況把握
が必要となります．そのため，振動，水質，
熱，ガス濃度といったセンサのデータも映
像とともに継続的に収集されます．これら
のデータはデータセンタや施工者事務所へ
送信され，異常発生時の作業工程の検査・
改善，安全確認に活用されます．
本ユースケースにより，変化の激しい現
場でも常時安全点検が行われている状態を
つくり上げることができ，一時的な立ち入
り・工事ルール違反や，早期対応が必要な
地質状況の変化等にも対応できるようにな
ります．また，ユースケース 3の遠隔臨場
等と組み合わせることで，措置や是正確認
も遠隔管理が可能となり，ワークフロー全
体の遠隔化を実現します．
■ユースケース 2：施工中必要時のデータ
分析（遠隔解析）
・�現状の問題，課題：現在は掘削後の形
状が設計どおり確保できているかの確
認を，危険な切羽エリアで時間をかけ
て実施．切羽エリアでの熟練者による
安全確認と測量時に，工事の中断時間
を最小限に抑え，工事進行と安全の両
立を図る体制が必要．
・�活用IOWN技術：APNの大容量・低

遅延通信による遠隔の計算リソース活
用．APNの光パス＊ 2設定を柔軟に行
う技術による，計測手法に合わせたオ
ンデマンドのAPN接続先切り替え．
・�実現すること：APNを介して現場と遠
隔処理環境を接続し，大容量点群デー
タ解析にかかる時間を，工事進行を妨
げない60秒にまで短縮．安全・品質判
断の即時性確保．
トンネル切羽においては，施工段階に応
じて多様な機械が特定の作業を実施してお
り，その作業に対応するかたちで各種測量
や計測データの収集が行われます（図 5）．
対象は，高解像度画像，高精度点群データ，
振動解析，温度測定，ガス濃度測定など多
岐にわたります．こうしたデータの解析は
地質条件や掘削結果に基づく次工程の施工
判断に活用され，プロジェクト管理の効率
化に寄与します．
点群データの活用は現場の計測作業時間

を短縮できる点が期待されていますが，デー
タ容量が大きく解析に時間がかかる課題が
あります．現状では，切羽面や部分的な範
囲を測定し，現場事務所で解析するという
方法にとどまっているため，現場での即時
判断の材料として用いることはできません．
点群密度や画像解像度を高め，測定範囲

を拡張した場合，伝送するデータ量は数
10 GB規模に達します．施工サイクルに支

障をきたさず60秒以内に判定結果を得るた
めには，効率的なデータ伝送と処理が不可
欠となります．一方で，必要時に短い間だ
け大容量通信やコンピューティングリソー
スが必要になるため，オンデマンドの
APN接続を活用したリソースの有効活用
が不可欠となります．
■ユースケース3：モバイル検査（遠隔臨場）
・�現状の問題，課題：管理基準に定めら
れている検査について，現在は一部を
遠隔臨場にて実施しているが，現状の
遠隔臨場では映像の解像度や遅延によ
る指示のずれなどで，検査・指摘漏れ
の懸念がある. 遠隔臨場で実施する際，
検査者が着目したい個所（地山の亀裂
や湧水等）を映像の解像度向上，指示
タイミングの遅延解消により正確に判
断できる仕組みが必要．
・�活用IOWN技術：APNの大容量，低
遅延通信により高解像度映像で遠隔検
査．APN光パス設定を柔軟に行う技術
による常時接続のない拠点からのオン
デマンドのAPN接続．
・�実現すること：取り回し可能な高精細
カメラとAPNで，必要な時に遠隔拠点
から検査者の着目点を正確にとらえる
ピンポイント検査を実現．
各施工段階の後には，発注者および建設

業者によって，仕様および品質基準への適

＊ 2 	 �光パス：光信号の送信機から受信機までを
つなぐ光信号の通り道を光パスと呼びます．
各光パスは，通過する光ファイバや光ノード
システムによって構成される経路と，光信号
の容量や割り当てられる波長が指定されてい
ます．

出典︓https://www.youtube.com/watch?v=-IXZpG54fck
図 5 　トンネル坑内での計測のイメージ

出典：YouTube安藤ハザマ公式チャンネル（https://www.youtube.com/watch?v=IXZpG54fck）
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合を確認するための検査が行われます．こ
れらの検査では，寸法のほかに死角や隠れ
た個所等も対象となり，特に早期処置が必
要な細かいひび割れや漏水の検出に重点が
置かれます．
現地検査と同等の対応を考えた場合，現
場側の担当者が場所を指定して見せるので
はなく，検査者が全体を俯瞰したうえで気
になる場所にフォーカスする手順が必要で
すが，現状の遠隔臨場では解像度やコミュ
ニケーション等に課題がある（7）ことが分かっ
ています．
検査対象となる範囲を 1 m程度離れたと

ころから俯瞰し，0.1 mm程度の傷も見つ
けられる高精細映像の伝送や，音声・映像
の話者間の遅延を0.1 s以下に抑えた左右
指示や発話タイミングの調整が不要なコ
ミュニケーションにより，遠隔で実施可能
な検査の適用範囲を広げることを実現しま
す．発注者は常時利用でないことから，発
注者オフィスからのAPNオンデマンドで
の接続により，効率的な利用を想定してい
ます．
■ユースケース 4：通信ファイバを活用し
た維持管理（リモートモニタリング）
・�現状の問題・課題：供用（施工後の管
理運用）中は定期的に点検が実施され
るが，定期点検の間に生じた異常の発
見は困難であり，点検時には既に緊急
措置が必要な場合がある．計画的な修
繕のための健全性の確認を，トンネル
利用者への影響や点検者負担を増やさ
ずに早期発見できるモニタリング体制
が必要．
・�活用IOWN技術：施工時敷設光ファイ
バのセンシング転用．
・�実現すること：施工中に組み込まれた
光ファイバ等をセンシングに転用し，
延長方向の任意の個所の歪み検知と加
速度計測を行うことで，剥離や変形と
いった変状や経年劣化を遠隔で常時監
視するシステムを構築．
安全性と運用効率を確保するために，ト

ンネルは定期的な点検を必要とします．こ
うした点検では，主にひび割れ・浮き剥離

の変状に着目した目視点検が行われ，必要
に応じて措置を施します．これら変状の原
因は外力や材料，施工等（8）さまざまであり，
早期に発見し，変状状態・原因に応じた適
切な対策を実施することが重要となります．
そこで，建設段階で設置されたファイバ

やネットワークインフラをセンシングに転
用し，得られるデータの送付先を施工者か
ら運用主体である発注者に変えることで，
トンネル運用の遠隔監視と管理を可能にし
ます．モニタリングによる早期発見だけで
なく，維持管理プロセスの効率化，安全基
準の遵守，詳細な保守記録の保持も実現さ
れるため，運用負荷全体の削減に寄与し
ます．
IOWN Global ForumではAPNを活用

したファイバセンシングのユースケース，
アーキテクチャの検討も行っており，本ユー
スケースでの活用に向けた議論を進めてい
ます．

まとめと今後の展望

本稿では，山岳トンネル建設現場におけ
るIOWN活用のユースケースドキュメン
トの内容を紹介しました．今後は各ユース
ケースのソリューション開発を促進するた
めにアーキテクチャや評価基準を議論し，
実現に向けた明確な要件を整理することで，
システム構築に必要な情報を記載したリ
ファレンス実装モデルを作成し公開する予
定です．また各々のユースケースについて
は通信に関する技術仕様について検討し，
シミュレーションやラボ環境での実験を通
して通信性能を確認し，現場でのIOWN
技術を活用した実証実験へとつなげていき
ます．
検討内容や実証結果を今後公開するド

キュメントに反映することで，トンネル建
設工事にかかわる多くのステークホルダに
とって有益となる次世代のICT基盤の社会
実装をめざします．
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トンネル建設をはじめとして，各業界に対し新たな
価値を，できるだけ早期に，より効果的なかたちで
提供していけるよう，多方面の方 と々具体的な事例
でコラボレーションしながらサービス化・プロダクト
化を推進していきます．
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